
令和6年度以降の介護予防支援サービス
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～居宅介護事業所からの新規申請～
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R6.4以降の介護予防サービス事業者の指定対象の拡大（国資料）

本市においても居宅介護事業所からの申請により、令和6年度から指定事務を開始

※令和５年５月19日交付済み



本市における介護予防支援サービスの新規指定の流れ

参考：本市における事業者指導体制
①集団指導
事業者に対し、介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度改正内容及び高齢者虐待事案を始めとした過去の指導事例
等に基づく指導内容について、年１回以上、一定の場所に集めて講習等の方法により行う。（状況によりオンライン）
②運営指導
【形態】 ㋐介護サービスの実施状況指導㋑最低基準等運営体制指導㋒報酬請求指導に関する内容について、原則、実地に行う。
【実施頻度】 運営指導は、原則として、指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以上行う。３年に１回以上の頻度を目標
③監査
事業者の事業の内容又は介護報酬の請求について、人員、設備及び運営に関する基準に従っていないと認められる場合若しくはその疑いが
あると認められる場合、介護報酬の請求について不正を行っていると認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、不正の手段
により指定等を受けていると認められる場合若しくはその疑いがあると認められる場合等に実施し、必要に応じ措置（行政処分等）を行う

指定３か月前末まで 指定前々月末日まで 指定月１日～ 直近の協議会

居宅介護事業者

事前協議（仮申請） 指定申請（書類提出） 運営開始

介護保険課
定款事業記載の確認
申請概要の確認

(人員・資格※下記）
適宜事業者に確認・補正

申請事項の確認・補正
添付書類の確認・補正

【提出書類】申請書、登記事項証明、
運営規程・算定体制一覧等

申請の受理

事業者指定
通知の発送
告示

集団指導・運営指導(下記)
※疑義のある事業者は個別諮問

指定事業者等の報告
意見反映を検討

本運営協議会
指定状況確認

指定方法についての意見

他居宅・地域密着型サービス事業と同様の流れ

○従業者：担当職員を１人以上（① 保健師 、②介護支援専門員 、③社会福祉士 、④経験ある看護師
⑤相談業務等に３年以上従事した社会福祉主事 のいずれかの要件を満たす者)
○管理者：事業所ごとに常勤専従の者を配置



札幌市地域包括支援センター運営協議会での報告について

介護予防支援サービスについては、地域包括支援センターの運営と関連性が非常に高いため、
本協議会で居宅介護事業者からの新規指定についての状況等を報告をさせていただきたい。
なお、地域包括支援センターの負担軽減のための制度改正である主旨を鑑み、他介護サービ
スとの指定頻度の整合性も考慮すると毎月指定を実施することが必要であるため、協議会開
催前までの指定状況について報告し、今後の指定等についてご意見を伺う方法にて実施させ
ていただきたい。（ただし、特に疑義のある事業者の指定については個別に諮問します）

介護予防支援サービスの指定にあたっては、意見反映のための措置を講じる必要がある

介護保険法 第百十五条の二十二条（抄）
市町村長は、第五十八条第一項の指定を行おうとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他
の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。

地域包括支援センター運営協議会の協議内容 ※条例より
地域包括支援センターに関する
(１) 設置等に関する事項
(２) 運営及び評価に関する事項
(３) その他の地域包括ケアに関する事項

ご提案（お願い）
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